
2.3 道路，通信事業者との情報共有（防災科学技術研究所） 

 

2.3.1 研究の概要と目標 

 災害時における様々な情報収集活動，復旧活動，食料・水など生活必需品の流通などを行う上

で，道路交通及び通信は重要である．減災情報共有において，得られる情報の内容・質とタイミ

ングについて議論し整理することが重要である．そこで，インターネット等を利用して基本情報

を整理し，ライフライン情報共有分科会の参加機関に，道路交通と通信について，2004 年新潟県

中越地震での対応や管理体制などについて個別に調査を行った．その結果を本節では，とりまと

める． 

 

2.3.2 大規模災害時における道路交通に関する警察庁・国土交通省の役割 

 大規模災害時における警察庁，国土交通省の役割について，防災業務計画1), 2)に記述されてい

る内容をもとに整理した．警察庁は震災対策及び道路災害対策から，国土交通省は道路災害対策

編から抽出した（表 2.3-1）．表 2.3-2は交通規制の根拠法と主体，目的・内容を示している． 

 

表 2.3-1 大規模災害時における警察庁ならびに国土交通省の役割 

 警察庁 国土交通省 

災害予防 

○情報収集・連絡体制の整備 
○災害応急体制の整備 
○交通の確保に関する体制及び施設の整備 

○道路交通の安全のための情報の充実 
○道路施設等の整備 
○防災知識の普及 
○道路災害及び防災に関する研究等の推進 
○再発防止対策の実施 

災害応急対策 

○被災情報の収集 
○救出救助活動 
○避難誘導 
○死体見分 
○社会秩序の維持 
○緊急交通路の確保 
○二次災害の防止 

○発生直後の情報収集・連絡及び通信の確保 
○活動体制の確立 
○救助・救急，医療及び消防活動 
○緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 
○危険物の流出に対する応急対策 
○道路施設，交通安全施設の応急復旧活動 
○関係者への的確な情報伝達活動 

災害復旧・復興 ○交通規制の実施 ○迅速かつ円滑な被災道路施設の復旧 

 

表 2.3-2 交通規制の根拠法とその内容 
根拠となる法令 主体 目的・内容 備考 
道路法 第 46 条
（通行の禁止又は
制限） 

道 路 管
理者 

道路の構造を保全し，又は交通の危険を防止するため，区間を定めて，
道路の通行を禁止し，又は制限することができる．  

道路交通法 第４
条（公安委員会の
交通規制） 

都 道 府
県 公 安
委員会 

道路における危険を防止し，その他交通の安全と円滑を図り，又は交
通公害その他の道路の交通に起因する障害を防止するため必要があ
ると認めるときは，政令で定めるところにより，信号機又は道路標識
等を設置し，及び管理して，交通整理，歩行者又は車両等の通行の禁
止その他の道路における交通の規制をすることができる． 

 

道路交通法 第５
条（警察署長等へ
の委任） 

警 察 署
長 

公安委員会は，政令で定めるところにより，前条第一項に規定する歩
行者又は車両等の通行の禁止その他の交通の規制のうち，適用期間の
短いものを警察署長に行なわせることができる． 

 

道路交通法 第６
条第４項（警察官
等の交通規制） 

警察官 

道路の損壊，火災の発生その他の事情により道路において交通の危険
が生ずるおそれがある場合において，当該道路における危険を防止す
るため緊急の必要があると認めるときは，必要な限度において，当該
道路につき，一時，歩行者又は車両等の通行を禁止し，又は制限する
ことができる． 

 

災害対策基本法 
第 76 条（災害時に
おける交通の規制
等） 

都 道 府
県 公 安
委員会 

災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため緊急の必要
があると認めるときは，政令で定めるところにより，道路の区間を指
定して，緊急通行車両以外の車両の道路における通行を禁止し，又は
制限することができる． 

各交差点への一般車両進入防止や迂回
路の設定などが必要であり，実際上は規
制を実施するまでに時間を要する．阪
神・淡路大震災においても，直後は道路
交通法に基づく交通規制だった． 

 

2.3.3 災害時における道路情報の共有の現状 
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ライフライン情報共有分科会の参加機関より，新潟県中越地震の際に道路情報を収集するのに

苦労した経験が報告された．ここでは，災害時における道路情報の共有について検討する上で，

まず道路情報を共有する仕組みやそこで提供されている情報内容について整理する． 

 

(1) 道路管理者（国土交通省） 

補助国道

直轄国道

地方道

高速自動車国道

一般有料道路等
（公社）

一般有料道路等
（高速道路㈱）

補助国道

直轄国道

地方道

高速自動車国道

一般有料道路等
（公社）

一般有料道路等
（高速道路㈱）

高速道路㈱高速道路㈱

本 省本 省工事事務所工事事務所 地方整備局等地方整備局等

都道府県等都道府県等

公社公社

図 2.3-1 道路災害における情報収集体制 

a)情報収集体制 

 各道路管理者は，原則として震度４以上の

地震発生直後に，道路の被災状況，通行可否

状況を早期に把握するとともに，必要に応じ

て二次災害防止のための緊急措置を行うこ

とを目的として，道路施設の緊急点検を実施

している．緊急点検により，道路に被災があ

る場合または二次災害のおそれがあると判

断される場合には，全面通行止めまたは片側

交通規制等の通行禁止または制限等の緊急措置を行うこととなっている． 

 図 2.3-1 は，道路災害における道路情報の収集体制について示している．各管理者が把握して

いる道路の被災状況や通行止めや通行の制限といった規制情報は，この図に従って上位機関に報

告され，最終的に国土交通省（道路局国道・防災課）に情報が集約される． 

 

b)情報提供 

 災害時における情報提供の代表的なものとしては，図 2.3-3 に示すような道路情報板を使って

の情報提供と，図 2.3-4に示すようなインターネットでの情報提供がなされている． 

①道路情報板 

図 2.3-2(i)は，10km 先で道路工事中のため片側交互通行が実施されている事を知らせる内容と

なっている．図 2.3-2(ii)は，連続雨量が 170 ミリ以上で通行止めになる区間において，現在ま

での連続雨量が 180 ミリに達していて，通行止めになっていることを示している． 

②防災情報提供センター3)

 国土交通省は，情報防災を推進する施策として「防災情報提供センター」を平成 15 年（2003

年）6月 12 日に開設し，このＨＰで国土交通省が有している防災情報をワンストップで提供して

いる． 

災害時においては，図 2.3-3 に示すような「災害情報」のページが作成され，災害に関わる各

種情報が提供される．道路情報については，同図右側に示されるような道路の通行止めや規制情

報が表形式で提供される．ただし，主に高速道路，直轄国道が中心であり，都道府県管理の地方

道については対象外となっている． 
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(i) 道路情報板       (ii) 豪雨時に事前通行規制を知らせる情報板 

図 2.3-2 災害時におけるドライバーへの情報提供 

 

国土交通省が保有する防災情
報を容易に検索でき、また、省

内の防災情報を集約して、国
民の皆様にわかりやすく提供す

ることを目的としています。

ここに見たい情報のキーワード
を入力し、検索ボタンを押して
ください。

リアルタイム雨量 リアルタイムレーダー

国土交通省災害対応

東京都・大阪市雨量情報道路情報渇水情報

気象情報河川情報

道路災害

道路防災だより

事前通行規制情報

当ホームべーじに関するご意見・ご感想をお待ちしております。

国土交通省が保有する防災情
報を容易に検索でき、また、省

内の防災情報を集約して、国
民の皆様にわかりやすく提供す

ることを目的としています。

ここに見たい情報のキーワード
を入力し、検索ボタンを押して
ください。

リアルタイム雨量 リアルタイムレーダー

国土交通省災害対応

東京都・大阪市雨量情報道路情報渇水情報

気象情報河川情報

道路災害

道路防災だより

事前通行規制情報

防災情報センターからのお知らせ 当ホームべーじに関するご意見・ご感想をお待ちしております。防災情報センターからのお知らせ

道路の通行止め状況（7月20日　１５時００分現在）

・高速自動車国道 通行規制　　

・直轄国道 通行規制　

四国地方整備

リアルタイムレーダー雨量計情報

局

四国地方整備局

四国地方整備局

四国地方整備局 片交互通行

九州地方整備局

九州地方整備局

20 14:00日本海東北道 秋田空港 岩城 上下 20

15:30

18:40

法面崩落等

17:20

16:00

8:45

被害状況等 備考

9:00

7/19

7/19

7/19

7/19

7/19

開始 解除

日

安芸市下山 － 7/19 13:50

7/18

7/19

55

安芸郡東洋町野根字中
の谷～室戸市佐喜浜町

55

8.9

－

時刻

被害状況等 備考

日

開始 解除

日 時刻 日 時刻

時刻

路線名 ＩＣ名 ＩＣ名
延長
（㎞）

上下

整備局名
路線
番号

地点区間名
延長
（㎞）

九州自動車道 福岡 太宰府 上下 19 5:15

55

事前通行規制・一
部土砂崩落

法面崩落等

法面崩落等

事前通行規制

事前通行規制
阿南市福井町日の地～
海部郡日和佐町北河内

10.1 7/19 5:00

4:20

0.02

8:16

7/19

0.03201
福岡県嘉穂郡庄内町大
字仁保

福岡県飯塚市柏ノ森201

路面冠水

55

23:10

安芸郡田野町

10:08

7/19

20 13:30九州自動車道 人吉 えびのＪＣＴ 事前通行規制上下

事前通行規制区間雨量情報

 

図 2.3-3 災害時におけるインターネットでの情報提供（防災情報提供センター） 

 

(2) 日本道路交通情報センター(JARTIC)4)

 交通管理機関（警察庁，警視庁，道府県警察本部）や道路管理機関（国土交通省，各高速道路

会社，道府県土木部など）の委託による道路交通情報の収集・提供業務を行う，国土交通省・警

察庁共同所管の業務機関として，日本道路交通情報センターは 1970 年 1 月に設立された．道路交

通法 109 条の２で公安委員会は車両の運転者に対して必要な道路情報を提供することが義務づけ

られており，同２項では道路情報の提供を委託することができることが規定されている． 

JARTIC はインターネットで交通情報を提供しているが，文字情報（図 2.3-4）によるものと，

簡易図形（図 2.3-5）によるものと２種類ある．前者は表形式で路線名称，方向，規制区間，原

因，規制内容が記されている．後者は，実際の形状とは異なる簡易図形上で，通行止，チェーン

規制，事故等，渋滞，混雑，他の規制，調整中，が示されている． 
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(i)高速道路（東京，埼玉，神奈川，千葉）  (ii) 一般道路（東京 23 区） 

図 2.3-4 インターネットでの交通情報の提供（文字情報） 

 

   

 

(i)高速道路（東京，埼玉，神奈川，千葉）    (ii) 一般道路（東京 23 区） 

図 2.3-5 インターネットでの交通情報の提供（簡易図形） 

 

(3) 道路交通情報通信システムセンター（VICSセンター）5)

 道路交通情報通信システム（通称，VICS）は，カーナビゲーションシステムに代表される，車

載装置に文字や図形（地図など）として表示させるシステムのことである．VICS によって提供さ

れる情報としては，渋滞情報，所要時間，事故・故障車・工事情報，速度規制・車線規制情報，

駐車場の位置，駐車場・サービスエリア・パーキングエリアの満車・空車情報などがある． 

 以下では，VICS 情報の基盤となっている DRM について説明し，DRM と VICS の関係，VICS 情報

の内容について述べる． 

a)DRM 

全国デジタル道路地図データベース(DRM: Digital Road Map)は，財団法人日本デジタル道路地

図協会6)から提供されているわが国の標準的な道路地図である．国土地理院の 1/25000 の地形図を

基図として地方整備局，都道府県など，全国の道路管理者の情報により毎年，データのメンテナ

ンスが行われている． 
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b)DRM のデータ構造 

 DRM 協会のデジタル道路地図データベースは，国土地理院の地形図単位で管理され，４つのレ

イヤ構造になっている．幅員 5.5m 以上の基本道路データ，同 3～5.5m 未満の細道路データ，河川，

鉄道等の背景データ及び公共施設等の施設データから構成されている．地物の位置は正規化座標

で現されている．また，道路は交差点等のノードとリンク（ノードとノードにより定義された線

形）で構成され，全国の道路がネットワーク化されている． 

c)VICS リンク情報 

 VICSリンクの情報は，このDRMのリンク情報をいくつかまとめる形で構築されている．VICSリン

クとして約 26 万kmが設定されているが，そのうち約 18 万リンクについてはVICS情報が提供され

ていない7)．  

 

(4) 新潟県中越地震復旧・復興 GIS プロジェクト 

表 2.3-4 WebGISで閲覧可能なレイヤとその内容8)

 近年の災害時における GIS による情報集約と公開

として大々的に実施された活動として，新潟県中越

地震復旧・復興 GIS プロジェクトがある．このプロ

ジェクトは，2004 年 10 月 23 日に発生した新潟県中

越地震を受けて，３週間が経過した 11 月 15 日に「新

潟県中越地震復旧・復興 GIS プロジェクト」のサイ

トが一般公開され，情報提供が開始

された．利用したベースマップは，

表 2.3-3に，WebGIS 上で閲覧可能な

レイヤとその内容は表2.3-4に示す

とおりである． 

表 2.3-3 利用されたベースマップ8)

閲覧可能な背景データ 縮尺精度 作成時点 

数値地図 25000 地図画像 1/25,000 H9.10.1～H10.12.1 

IKONOS 衛星画像 1/2,500 程度 

解像度 1m 

H16.10.29 撮影及び 

H16.11.23 撮影 

SPOT 衛星画像 解像度 2.5m H16.11.9 撮影 

PAREA GeoNet 1/25,000 H15 

Aster 衛星 DEM 

（陰影つき段彩図） 

解像度 15m H16.11.10 撮影 

芋川流域積雪深画像 解像度 1m H16.12/H17.2 

a)プロジェクトの特徴 

 文献 8によれば，プロジェクトの

特徴として，①国土地理院の

1/25000 地形図や IKONOS 画像など

を背景図とし，GIS 上に多様な機関

の情報を一元集約，②道路の通行止

めや避難所の情報，ボランティアセ

ンターなどの情報を毎日更新（12

月まで），③総合的な災害対応・ボ

ランティアや被災地外の各機関に

よる支援等に不可欠な被災の全体

像を提供，④精細な衛星画像により，

被災・復旧の状況を確認可能，⑤印刷可能な地図データの提供と出力された地図の直接送付によ

り現場での状況認識が容易，などが挙げられている．  
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b)活用された情報 

 配布された全域情報マップについて良かった点についてのアンケート結果8)によれば，「多様な

機関の情報が集約されていること」がもっとも回答数が多く，情報が一元的に集約され提供され

ていることに高いニーズがあることが示されている．また，役に立つと思われる情報としては，

「道路や鉄道等の交通規制情報」がもっとも回答数が多く，「ライフライン規制に関する情報」と

「土砂崩れや施設被害など地震による被害の情報」が２番目に挙げられた．このように，地震発

生から３週間が経過した段階で公開されたにもかかわらず，依然として道路やライフラインの情

報に対するニーズが高かった．道路情報については，国土交通省が直轄国道だけでなく県管理国

道，県道（主要地方道，一般県道）についても，地震発生から３日後の 10 月 26 日 17 時より情報

の提供を行っていた9)ことを踏まえると，一元的に重ね合わさった情報が，解像度の高い大型の印

刷可能な地図として提供されていたことが，評価されたものと推測される． 

 

2.3.4 災害時における道路情報の共有の課題 

 大規模災害時においては，被災地に向けて被災地外から救援や応援に駆けつけるための広域な

道路情報が必要であり，管理者の管轄を超えた道路情報の共有が求められる．本節では，ライフ

ライン情報共有分科会における検討，物流事業者や道路交通の専門家等へのヒアリング結果，文

献調査に基づき，災害時における道路情報の共有の課題についてユーザ側，管理者側からそれぞ

れ整理し，その構造化を試みる． 

 

(1) ライフライン事業者・物流事業者 

・通行規制情報は，規制区間が文字情報として流通しているため，土地に不慣れな人間がその区

間を特定するのには時間がかかる．また，迅速に面的な把握を行うことは困難である． 

・情報の受け手としては，どこが通れないかという情報よりも，どこが通れるのかという情報が

ほしい． 

・道路情報や通行可能箇所の情報が不足していた．被災地での運転中にタイムリーに情報入手が

できなかった10)． 

・通行に制限がある場合，どの程度の車両（大型・中型など）なら通行可能なのかがわからない． 

・VICS で優先車両向けの情報が提供されていない． 

・情報の信頼性，情報の更新時期・頻度が分からない．常に最新の情報を必要としており，リア

ルタイムな情報が必要である11)． 

・各道路管理者で連携のとれた情報の共有化とリアルタイムでの提供が必要である11)． 

 

(2) 道路管理者 

・通行規制区間を示す名称の決め方は標準化されていないため，提供される情報をもとに情報の

受け手が場所を厳密に特定することは不可能であり，GIS などシステム上で共有することもでき

ない．（もちろん，そこまでの空間的な位置の精度が災害時に必要であるわけではないが，区間

名が標準化されていない以上，場所を特定するには人間が介在せざるを得ず，被災地周辺の地
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図に通行規制情報を落とし込む作業は容易ではない．） 

・管理者が多層であり，災害時における道路情報の一元的な提供が行われていない． 

・パトロールによる状況の把握には限界があり，災害の状況などを把握するには，道路モニタを

中心とした住民や道路ユーザからの情報が必要である12)． 

・補助国道・地方道においては，直轄国道と比べて管理延長が長く，面的な管理を行っているこ

とで，異常気象時等においての安全点検や現場の状況把握に長時間を要している13)．県の情報

が国に上がってくることは少ない12)． 

・市町村道においては，沿線住民や市町村からの県への情報伝達手段がFAXなどのため，非効率に

なっており，情報の収集，提供の共有化・システムが必要である13)． 

・道路管理者間での通行規制情報の交換が十分ではなく，県においても県庁と現地事務所との十

分な連絡体制ができていない12)． 

・通行規制を実施し，通行規制時の迂回路を検討するためには，他機関管理の道路の情報が必要

である．特に山間の国道などは，一本道の場合が多く，その迂回路を設定するためには広範囲

の情報が必要となる12)．県管理道路等の周辺道路の状況も把握すべきである14)． 

 

(3) 警察 

・ファックス，e メールなどによって交通規制の情報を収集している．しかし，ファックスや e

メールの様式は特に決められていない．また，現状では紙面の地図に入手した情報を落として

いるのが実状である． 

・警察は施設を管理しているわけではない．従って，災害時における警察の業務としては，警察

官というマンパワーを生かした業務が中心である．人命救助が最優先事項であり，被害情報の

収集，二次災害の防止や避難者対応などが挙げられる． 

 

ど
の
道
路
が
通
れ
る
の
か
を
把
握
す
る
の
に
時
間
が
か
か
る

ど
の
道
路
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通
れ
る
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か
を
把
握
す
る
の
に
時
間
が
か
か
る

道路管理者

管理者によるパトロールだ
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大きな災害ほど
同時多発的に被
害が発生する

住民や道路ユーザからの情
報が十分に活用されていない

管理者自身が被災する

余震や降雨状況，二次災害により規制状況は変化する

通信が途絶・
輻輳する幹線道路の情報は比較的迅速に収集され

るが，地方道となると相当な時間がかかる

市町村道など下位にな
るほど距離延長が長い

KPのような位置管
理体系がない

位置管理に
時間がかかる

管理者が多階層

管理者間の通行規制情報の
交換がまだ十分ではない

相互の連絡体制が不十分

管理者間のシステムのデータ
交換が容易にできない
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心であり，システム化が遅れている

GISが普及
していない

管理委託業者が最新機器に対応できない

異システム間の
情報共有が困難

道路情報の標準化がなされていない

管理者ごとに位置
管理体系が異なる

警察

災害時には交通の
問題に専念できない

災害時には人命救助など優
先度の高い業務が発生する

施設を管理しているわけではない

情報を入力・閲覧でき
る環境が充分でない

セキュリティの関係でインターネ
ットとの接続が制限されている

職場環境のＩＴ化が遅れている

警察無線（音声情報）が中心

他機関との双方的な情報
共有があまりなされない

セキュリティ等の理由か
ら情報の開示が限定的

ライフライン事業者・物流事業者

地図に落とすの
に時間がかかる

土地に不慣れな人は場所を
特定するのに時間を要する
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どの程度の車両（大型・中型など）
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情報の信頼性が分からない

提供される情報の更新
頻度が遅い・わからない

自システム上で情報の共有
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他システムでの情報共有を前提としない独自
のプラットフォームで情報提供がなされている

VICSで優先車両向けの
情報が提供されていない

道路管理者

管理者によるパトロールだ
けでは迅速な被害情報の
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幹線道路の情報は比較的迅速に収集され
るが，地方道となると相当な時間がかかる

市町村道など下位にな
るほど距離延長が長い

KPのような位置管
理体系がない

位置管理に
時間がかかる

管理者が多階層

管理者間の通行規制情報の
交換がまだ十分ではない

相互の連絡体制が不十分

市町村道など下位にな
るほど距離延長が長い
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災害時には人命救助など優
先度の高い業務が発生する

管理者間のシステムのデータ
交換が容易にできない

ファックスやeメールによる報告が中
心であり，システム化が遅れている
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GISが普及
していない

施設を管理しているわけではない
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により規制状況は変化する

余震や降雨状況，二次災害により規制状況は変化する

異システム間の
情報共有が困難

道路情報の標準化がなされていない

管理者ごとに位置
管理体系が異なる 道路情報の標準化がなされていない

情報を入力・閲覧でき
る環境が充分でない

セキュリティの関係でインターネ
ットとの接続が制限されている

職場環境のＩＴ化が遅れている

警察無線（音声情報）が中心

セキュリティの関係でインターネ
ットとの接続が制限されている

職場環境のＩＴ化が遅れている

KPのような位置管
理体系がない

位置管理に
時間がかかる

警察無線（音声情報）が中心

位置管理に
時間がかかる

他機関との双方的な情報
共有があまりなされない

セキュリティ等の理由か
ら情報の開示が限定的
セキュリティ等の理由か
ら情報の開示が限定的

管理委託業者が最新機器に対応できない

管理者ごとに位置
管理体系が異なる

自システム上で情報の共有
（GIS上での重畳）が困難

他システムでの情報共有を前提としない独自
のプラットフォームで情報提供がなされている
他システムでの情報共有を前提としない独自
のプラットフォームで情報提供がなされている

どの程度の車両（大型・中型など）
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提供される情報の更新
頻度が遅い・わからない

VICSで優先車両向けの
情報が提供されていない

通信が途絶・
輻輳する

 

図 2.3-6 災害時における道路情報共有の課題 

 

以上の関係を整理した結果を図 2.3-6 に示す．この内，減災情報共有プラットフォームの活用に
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より技術的に解決可能な項目について次項で検討する． 

 

2.3.5 道路情報の共有化の方策 

情報提供プラットフォームの現状について，それぞれの特徴について比較を行った（表2.3-5）．

基本的な特徴として，各機関が管理している情報を，各機関独自のプラットフォームを介して情

報の提供がなされている．そのため，ユーザが自システム上に情報を取り込むことができない，

必要な情報を得るためには関係サイトをすべて閲覧する必要がある，といった課題が挙げられる．

従って，減災情報共有プラットフォームに求められる機能としては，①各機関から標準的なデー

タ形式に則して情報の提供がなされる，②必要な情報を必要なときに入手することができる，③

提供される情報を自システム上で利活用可能である，などが挙げられる． 

 

表 2.3-5 災害情報提供プラットフォームの比較 

提供情報の豊富さ 提供対象 提供形態 一元的な情報提供 他システムとの連携

防災情報提供センター

国土交通省が取り扱って
いる多岐にわたる防災情
報がワンストップで公開さ
れている．

一般 インターネットホームページ．

国土交通省の管理情報に
限定．入り口は共通である
が，各情報は異なるシステ
ムにより配信．

情報が２次利用できるような
形式で提供されていない．

一般

電話，ラジオ，テレビや携帯電
話，カーナビ，ホームページな
ど各種媒体で提供．契約機関
にはデジタル情報を配信．

情報が２次利用できるような
形式で提供されていない．

民間事業者* オンラインにより配信．
情報提供事業者が，交通情
報の編集，加工は可能．

VICSセンター

渋滞情報，所要時間，事
故情報，速度規制，駐車
場の位置など，道路交通
に関する様々な情報を提
供．

自動車の運転者**
ＦＭ多重放送，光ビーコン，電
波ビーコン．

道路交通に関する情報．
情報が２次利用できるような
形式で提供されていない．

新潟県中越地震復旧・復興GIS

ライフライン復旧情報，土
砂災害・河道閉塞等，道
路通行止め，避難情報な
ど多様な情報を提供***．

一般
インターネットホームページ．た
だし，高解像度の印刷可能な
地図データを提供．

複数機関が提供する情報
を一元的に配信．

情報が２次利用できるような
形式で提供されていない．

*技術開示料が必要　**閲覧に車載機が必要　***表2.3-4参照

日本道路交通情報センター

渋滞情報，規制情報 ，所
要時間情報 ，都市高速道
路の入口閉鎖情報 ，SA・
PA及び駐車場の位置等を
提供．

道路交通に関する情報．

 

 情報共有プラットフォームを利用した道路情報の共有の方法として，以下の２つが考えられる． 

 

(1) キロポストと緯度経度座標の変換テーブルの利用 

最近では管理者でも GIS との関連付けのニーズが高く，従来のキロポストと緯度経度座標との

変換テーブルを用意している場合が多い．キロポストで管理されている情報も，この変換テーブ

ルを利用することにより，緯度経度座標の情報としてプラットフォームへ提供することが可能と

なる．ただし，変換テーブルの精度は高くないので，そのため問題が生じないような工夫が必要

になるケースもあると思われる． 

 

(2) GIS（地理情報システム）上で規制区間情報を入力 

情報共有端末から GIS（地理情報システム）上で規制区間情報を入力し，一元化する． 

 

 平成 18 年度の実証実験に向けた道路情報のプラットフォームによる共有化データについては，

既往の標準的なデータ取扱要領15), 16)を参照しつつ，ライフライン事業者の災害時のニーズを踏ま

えて作成する予定である． 

 

2.3.6 新潟県中越地震における NTT 東日本の対応と関係機関との情報共有の課題 
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(1) 新潟県中越地震の被災状況17)

 2004 年新潟県中越地震における NTT 東日本の主な施設被害は，57 の電話交換所の停電（エン

ジン給電：6 ビル，蓄電池給電：51 ビル）と，6 カ所の中継伝送路（県間中継，県内中継，地域

中継）の断線であった． 
 
(2) 新潟県中越地震における対応17)

新潟県中越地震により，新潟県内の 57 の

電話交換所が一斉に停電した．交換機には基

本的にバックアップのバッテリーや大きな

局ではエンジンを備えられており，地域全体

の通信孤立を防止されている．バッテリーは

最低駆け付けを考慮し 10 時間以上電源供給

できる容量となっており，またエンジンは大

きな局で 20 時間程度電源供給可能となって

いる． 
 したがって，通信孤立を防止するには上記

の時間内に電源車やタンクローリーが現地

に到着し，燃料を補給することが必要となる．

しかし，発災直後は関東から関越自動車道及

び国道 17 号など新潟県への道路が全て通行

止めとなり，電源車等の動線確保に時間を要

した．また，発災深夜，作業者が現場近隣に

到着して初めて「道路が半分ない！」とわか

るなど，前もって道路情報が把握できなかっ

たために，復旧要員の二次災害の危険があっ

た． 
避難所が開設され始める地震から１～２

日後には，被災住民の安否情報の提供のため，

避難所に「特設公衆電話」を設置が行われた．

被災自治体に連絡要員が派遣され，避難所の

設置場所等の情報収集を行った．しかしなが

ら，行政側も混乱していたために，正確な情

報を把握するのに時間を要した．  

図 2.3-7 新潟県中越地震における被災地域 

表2.3-6 新潟県中越地震における通信設備措置

状況 

 

図 2.3-8 移動電源車駆け付け状況 
 
(3) 共有化が望まれる情報 

 通信事業者から見て共有化が望まれる具体的な情報としては以下のような内容が挙げられる． 
・発災後の道路交通情報，火災情報，河川情報（河道閉塞の情報や洪水時の水位情報など） 
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・通信装置や電力の停電情報等インフラ設備の故障・アラーム情報 
・避難所等の行政から避難民へ提供する情報 
・新潟県中越地震後に自衛隊（東部方面隊）と議論された中で，初動の被害域把握の材料とし

て， NTT の通信装置のアラーム情報，携帯電話の基地局の停電情報・アラーム情報は，早

期に把握できる実際の被害情報であり，利活用についての打診があった．ただし，企業情報

でもあるので，提供に当たっては各インフラ会社等とも議論が必要である． 
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